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【略 歴】
| 昭和昨4月 鳥取県倉吉市に生まれる
| 昭和33年3月 鳥取県立倉吉東高等学校卒業 ! 
l 昭和3 7年3月 京都大学法学部卒業
( 昭和昨9月 司法試験第二次試験合格
i 昭和38年4月 司法修習生(�昭和40年4月)
l 昭和40年4月 東京地方検察庁検事< 2級〉
! 昭和55年10月 東京地方検察庁検事< 1級) (�昭和60年8月)
i 昭和60年8月 東京高等検察庁検事(�平成 2年4月)
l 昭和畔4月 司法研修所教官(�平成 2年4月)
! 昭和63年5月 司法試験考査委員(刑事訴訟法) (�平成元年12月)
i 平成 2年4月 東京地方検察庁公判部長(�平成3年9月)
| 平成3年 1月 司法試験考査委員(刑法) (�平成3年間)
! 平成3年9月 法務大臣官房審議官(刑事局担当) (�平成5年4月)
i 平成5年4月 最高検察庁検事(�平成6年6月)
| 平成6年6月 宇都宮地方検察庁検事正(�平成7年間)
! 平成7年12月 最高検察庁検事(�平成8年4月)
| 平成8年4月 千葉地方検察庁検事正(�平成9年6月)
( 平成9年6月 最高検察庁公判部長(�平成9年問)
| 平成10年3月 東京法務局所属公証人〈銀座公証役場) (�平成20年3月)
l 平成昨4月 専修大学法学部兼任講師(�平成畔3月)
| 平成時4月 専修大学大学院法務研究科教授(現在に至る)
i 平成20年4月 弁護士〈第一東京弁護士会) (現在に至る)
| 平成21年4月 平成21年春の叙勲において瑞宝重光章受章
1著書・共著
単著
【業 積】
『違法性阻却事由・責任阻却事由の存否をめぐる立証及び認定の諸問題J法曹会， 1973年
共著
『刑事新判例解説( 1)� (3 ) j信山社， 1992年
『条解刑事訴訟法増補補正第二版J弘文堂， 1992年
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2論文
I違法性阻却事由・責任阻却事由の立証責任J rぎょうせい 法律のひろばJ地4号， 19畔 l 
Iハンブルグ地方裁判所検事局における捜査・処理の実'/育について(そのー)J r法務省刑事局 i 
l 検察月報J 250号， 1972年
「ノ、ンブルグ地方裁判所検事局における捜査・処理の実情 について(そのこ)J r法務省刑事局 ! 
検察月報J 2お51号， 1ω97η2年 i 
「ドイツ連邦共和国の勾留法改正についてJ r良書普及会 警察研究J 4地
「尊属殺違憲判決の背景と若干の問題点J r立花書房 警察学論集J 2泌6巻7号， 197η3年 | 
「日j去人およびその役員の処罰についてJ r立花書房 警察学論集』渦4号，肌年 l 
「刑法尚側2初05条2項の合憲，性に関する最高裁判決についてJ rぎようせい 法律のひろば削J渦1ロ2
号， 1974年 i
「刑法の解釈 解釈をめくやって生ず、る若干の問題点 J r立花書房 警察公論J鴻6号， 1975年 l 
「国際犯罪と共犯の処罰についてJ r立花書房 警察学論集J 28巻9号， 1975年
「無罪の確定裁判を受けた者に対し費用を補償する制度の新設についてJ r有斐閣 ジ、ユリスト
No.602， 1975年 l
「改正刑法草案と保安処分制度の新設J r日本刑事政策研究会 罪と罰J 12巻4号，附年 ( 
「国際犯罪と刑事手続法上の諸問題J r立花書房 警察学論集J 29巻1号， 1976年 i 
「刑事訴訟法の一部を改正する法律の解説(ー)J r法曹会 法曹時報J 28巻7号， 1976年 l 
「刑事訴訟法の一部を改正する法律の解説(二)J r法曹会 法曹時報J 28巻8号， 1976年 ! 
「改正刑法草案と矯正処遇J r矯正協会 刑政J 87巻1号， 1976年 i 
「西ドイツの堕胎罪に関する新規定J rぎょうせい 法律のひろば』減8号， 1976年 l 
「刑法全面改正に関する法務省の中開発表についてJ rぎょうせい 法律のひろばJ 29巻9号
1976年
「刑事再審の構造と立法上の問題点J rぎょうせい 法律のひろば』減問， 1976年 | 
「西ドイツの「テロ防止法」についてJ rぎょうせい 法律のひろばJ 30巻2号， 1977年 1 
「両罰規定における業務主に対する罰金額と行為者に対する罰金額の連動の切離しについてJ
f判例時報社 判例時報J No.1402， 1993年
「ドイツにおける執行証書に関する民事訴訟法の改正についてJ r民事法情報センター 民事法 ! 
情報』平成11年11月号， 1999年
「ドイツにおける執行証書の対象範囲の拡大についてJ r日本公証人連合会 公証J山号
2却00ω0年 i
「公正証書に関する三つの提言J r日本弁護士連合会 自由と正義』平成胤1昨6 月号， 2却00∞0年 ; 
「執行証書における「請求」についてJ r日本公証法学会 公証法学』問， 2却0∞0畔 l 
「巾EC規則(は44 /20∞01υ) の制定とヨ一ロツパ各国の執行証書J r日本公証人連合会 公証J 13お6号
2003年
INational Report ]apanJ rUINL Natarius InternationaU 1・2/2003 ， 2004年 !
3判例評釈
「無許可輸入と遁脱犯の成否J r京都大学法学会 法学論叢J 75巻2号， 1964年
「余罪と量刑に関する一事例J r判例時報社 判例時報J No.1430， 1992年
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「外国人被疑者の取調べにおける通訳の適正と供述調書の証拠能力J r判例時報社
No.1452， 1993年
判例時報
現代刑事法
「火薬類取締法21条違反の罪が成立するとされた事例J r有斐閣 ジ、ユリストj No.1024， 1993年
「併合罪の一部に無罪の裁判があった場合における刑事補償と未決勾留日数算入の取扱いJ r現
代法律出版 現代刑事法j No.17， 2000年
「初回接見の申出に対する捜査機関の指定が違法とされた事例J r現代法律出版
No.26， 2001年
「常習特殊窃盗と一事不再理の効力J r専修ロージャーナル創刊号j， 2006年
11おとりJを使った捜査の適法性J r専修ロージャーナル2号j， 2007年
「いわゆる「第3行為によるかすがい作用」をめぐる若干の問題点Jr専修ロージャーナル3号j，
2008年
「無罪判決後における再勾留の要件J r専修ロージャーナル 4 号j， 2009年
4その他
「諸外国の刑事法廷一一日本の刑事法廷との比較J(座談会) r日本法律家協会 法の支配』
No.28， 1976年
「カールスルーエの連邦検事局J r日本法律家協会 法の支配j No.29， 1976年
「西ドイツと日本の刑事司法の運用(座談会)J rぎょうせい 法律のひろばj 34巻9号， 1979年
「公証人と隣接職域との協力関係…二十一世紀への展望…J r民事法情報センター 登記インタ
ーネットj 7号， 2000年
「鼎談 予防司法の充実一一公証人の果たすべき役割J r日本法律家協会 法の支配j 118号，
2000年
「国民と刑事司法J r現代法律出版 現代刑事法j No.28， 2001年
IUINL上海公証セミナー出席を兼ねての第14次中国訪問団視察報告J r日本公証人連合会 公
証j 137号， 2003年
「検察OBからみた法科大学院の役割」有信会誌 No.46 (京都大学法学部有信会)， 2004年
11裁判員制度」 一一理想の裁判実現に期待J (学内新聞) rニュース専修j 428号， 2006年
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